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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年９月期及び平成16年３月期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、自己株式

取得方式のストックオプション制度による潜在株式を保有しておりますが、潜在株式に係るプレミアムが生じ

ていないため記載しておりません。 

３．平成17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。 

４．平成16年９月期及び平成17年９月期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権付社債

等潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第70期中 第71期中 第72期中 第70期 第71期 

会計期間 
自平成15年４月１日
至平成15年９月30日

自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

自平成15年４月１日
至平成16年３月31日

自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

売上高 (百万円) 72,319 68,909 82,574 175,645 182,901 

経常利益 (百万円) 1,176 1,000 1,149 4,324 5,188 

中間（当期）純利益 (百万円) 394 536 522 2,158 19 

純資産額 (百万円) 45,144 45,949 48,809 48,027 47,837 

総資産額 (百万円) 79,630 66,736 71,866 75,272 76,085 

１株当たり純資産額 (円) 623.34 651.21 645.83 651.99 632.42 

１株当たり中間（当期）純利

益又は当期純損失（△） 
(円) 5.44 7.34 6.91 29.22 △0.18 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 56.7 68.8 67.9 63.8 62.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
(百万円) 4,029 1,262 1,545 3,776 3,634 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
(百万円) 3,115 △833 △891 16,450 203 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
(百万円) △7,842 △2,541 △1,374 △16,876 438 

現金及び現金同等物の中間 

期末（期末）残高 
(百万円) 8,924 10,841 16,501 12,949 17,217 

従業員数 

〔外、平均臨時従業員数

（名）〕 

(名) 
1,303 

[467] 

1,351 

[460] 

1,323 

[466] 

1,301 

[449] 

1,348 

[457] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年９月期及び平成16年３月期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、自己株式

取得方式のストックオプション制度による潜在株式を保有しておりますが、潜在株式に係るプレミアムが生じ

ていないため記載しておりません。 

３．平成17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。 

４．平成16年９月期及び平成17年９月期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権付社債

等潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第70期中 第71期中 第72期中 第70期 第71期 

会計期間 
自平成15年４月１日
至平成15年９月30日

自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

自平成15年４月１日
至平成16年３月31日

自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

売上高 (百万円) 62,967 58,405 71,299 154,755 159,351 

経常利益 (百万円) 907 594 819 3,226 3,657 

中間（当期）純利益又は当

期純損失（△） 
(百万円) 335 367 434 1,720 △771 

資本金 (百万円) 15,630 15,630 15,630 15,630 15,630 

発行済株式総数 (千株) 75,752 75,752 75,752 75,752 75,752 

純資産額 (百万円) 41,093 41,325 43,473 43,549 42,586 

総資産額 (百万円) 71,259 58,758 63,164 66,436 66,877 

１株当たり純資産額 (円) 567.40 585.67 575.23 591.50 563.09 

１株当たり中間（当期）純

利益又は当期純損失（△） 
(円) 4.62 5.03 5.74 23.53 △10.96 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

１株当たり中間（年間） 

配当額 
(円) － － － 12.0 12.0 

自己資本比率 (％) 57.7 70.3 68.8 65.6 63.7 

従業員数 

〔外、平均臨時従業員数

（名）〕 

(名) 
452 

[122] 

418 

[105] 

407 

[109] 

443 

[118] 

408 

[108] 



２【事業の内容】 

(1)事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容について、重

要な変更はありません。 

(2)主要な関係会社の異動 

エネルギー事業 

液化石油ガスの販売等を行うシナネン関東ガス販売㈱、ニチメンエネルギーガス販売㈱及びチバネンホームガス

㈱は平成17年４月に合併し、シナネン関東ガス販売㈱が存続会社となっております。 

３【関係会社の状況】 

合併 

液化石油ガスの販売等を行うシナネン関東ガス販売㈱、ニチメンエネルギーガス販売㈱及びチバネンホームガス

㈱は平成17年４月に合併し、シナネン関東ガス販売㈱が存続会社となっております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、主にシナネン労働組合（当社）が組織されており、上部団体には加盟しておりません。 

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

エネルギー事業 1,237 [450] 

その他の事業 35 [11] 

全社（共通） 51 [5] 

合計 1,323 [466] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 407 [109] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間のエネルギー業界は、昨年度に引き続き中国等の需要増を原因とする供給不安を背景に、投

機資金の流入が活発化するとともに原油市況は続騰し、ドバイ原油は８月下旬に最高値を更新しました。さらに、

ハリケーン「カトリーナ」の影響で原油と液化天然ガス生産量の落ち込みの可能性もあり、国内の元売各社は連続

で値上げを打ち出し、ガソリンの小売価格が高止まりとなっており、灯油の店頭価格も全国平均で過去最高値を記

録しました。 

 この影響から、産業界ではエネルギー転換の動きを中心とし、石油燃料の需要減退が顕在化してきており、原油

価格上昇分を販売価格に適正に転嫁することが困難なまま推移しました。 

 また、ＬＰガスにおいても、原油価格に追随してＣＰ（通告価格）は高値で推移しましたが、その一方でオール

電化等とのエネルギー間競争が激化し、利益を確保することが難しい環境が続きました。 

 このような状況下、当社及びグループ企業は、平成15年度にスタートいたしました中期経営計画「プラン２３

６」において卸事業の効率化と小売事業の拡大に邁進し、安定収益と成長性の確保に努めてまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間の業績の内容は、売上高825億７千４百万円（前年同期比19.8％増）、営業利益

８億２百万円（前年同期比56.0％増）、経常利益11億４千９百万円（前年同期比14.9％増）、中間純利益は５億２

千２百万円（前年同期比2.6％減）となりました。 

  事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① エネルギー事業 

 石油部門におきましては、全国展開しております灯油センターの稼働率向上を目指し、他社との共同利用を推進

し、効率的な活用を行いました。また、下期に需要が偏重しがちな灯油だけでなく、年間を通じて需要が見込める

ガソリンや軽油を販売するために系列ＳＳのセルフ化等を行い、新規顧客獲得に尽力いたしました。 

 ＬＰガス部門におきましては、小売事業強化のため、ＬＰガス営業権の買収と消費者開拓を積極的に推進しまし

た。また、保安の徹底・迅速処理と顧客接点強化のため、平成17年度のグループ推進策として「ひまわりプラン、

ドリームチームプロジェクト」を立ち上げ、様々なキャンペーン活動を行ってまいりました。 

 生活関連部門におきましては、全国で実施いたしました「やっぱりガスだね！！」キャンペーン、「ＨＯＴな贈

り物」カタログの製作、そして「販売店支援販促カタログ」の作成を通して、高機能ガスコンロや高効率ガス給湯

器等の販売促進を目指してまいりました。また、前年に引き続き浄水器のレンタル販売も行ってまいりました。 

 その結果、エネルギー事業の売上高は、前年同期比19.5％増の808億５千５百万円、営業利益は前年同期比

20.7％増の16億１千万円となりました。 

② その他の事業 

 抗菌環境部門におきましては、抗菌効果及び消臭効果を兼ね備えた抗菌剤「ゼオミック」を繊維分野・日用品分

野・衛生材料分野への提案活動を行い、コンクリート用抗菌剤「ゼオマイティ」を下水道処理分野へ積極展開して

まいりました。 

 また、平成16年度下期に稼動を開始した木質系建設廃材を固形燃料化するバイオマス燃料工場「千場リサイクル

センター」にて、木質系チップ燃料を製造しユーザーへ供給しており、発電業者に対する木質系チップ燃料供給

等、バイオマス関連事業を推し進めてまいりました。 

 その結果、その他の事業の売上高は、前年同期比39.9％増の17億１千９百万円、営業利益は前年同期比23.7％減

の１億３百万円となりました。    



(2）キャッシュ・フローの状況 

   当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期比52.2

  ％増の165億１百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果得られた資金は15億４千５百万円（前年同期比２億８千３百万円増）となりました。これは主に税

金等調整前中間純利益10億３千５百万円と売上債権の減少額が仕入債務の減少額を上回ったこと等によるものです。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果使用した資金は８億９千１百万円(前年同期比５千８百万円増)となりました。これは主に有価証券

及び投資有価証券の取得による支出が投資有価証券の売却による収入を上回ったことによるものです。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果使用した資金は13億７千４百万円（前年同期比11億６千７百万円減）となりました。これは主に第

１回無担保転換社債型新株予約権付社債の償還、配当金の支払等によるものです。 

 また、前中間連結会計期間に対して減少した理由は、主に自己株式取得による支出が減少したためであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

 石油部門 58,960 26.1 

 ガス部門 17,476 8.3 

 固形燃料部門 323 △17.4 

 生活関連部門 4,095 △6.4 

エネルギー事業 80,855 19.5 

その他の事業 1,719 39.9 

合計 82,574 19.8 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、エネルギー事業におきましては、エネルギーのベストミックスの提供を目指し、新エネルギーの

研究に取り組んでおります。 

 その他の事業におきましては、衛生・清潔志向の高まりのなか、無機抗菌剤のパイオニアとして独自に開発した抗

菌性ゼオライト「ゼオミック」のより安全で品質の高い製品の研究開発を推進しております。また、地球規模での環

境保全の観点から、循環環境リサイクル事業の一環として、バイオマス関連事業を推進いたします。 

 当中間連結会計期間における各セグメント別の研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであ

ります。なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は３千４百万円であります。 

 エネルギー事業につきましては、まず三重県の燃料電池特別区域内（四日市市内）において、栗田工業㈱とＬＰＧ

仕様業務用燃料電池（4.6kw）の実証試験に参画し、ＬＰＧの供給システムの開発を行なっております。本システム

はＬＰＧ中に含まれる硫黄濃度を、ベーパーライザーを利用することで所定の濃度に制限し、燃料電池の硫黄被毒を

軽減する燃料供給システムであります。 

 次に定置用燃料電池大規模実証モニターとして、ＬＰＧ仕様１kw級家庭用燃料電池の実証運転を関東圏内の２ヶ所

で行い、これらを通じて据付工事から運転・メンテナンスに係わるノウハウを蓄積し、来るべく燃料電池時代に備え

ております。 

 また、平成15年度から参画しております経済産業省が実施するＪＨＦＣ（水素・燃料電池実証プロジェクト）の下

で、当社相模原営業所内に併設した水素ステーションの運用を引き続き行ない、水素ステーションの運営ノウハウを

取得中であります。また、武蔵工業大学の高木教授を委員長に迎え、神奈川県、相模原市と民間企業を委員とする

「相模原水素コミュニティ研究会」を立ち上げ、将来の水素ステーションビジネスモデルを構築中であります。 

 抗菌分野につきましては、連結子会社である㈱シナネンゼオミックにおいて研究開発を進めており、国内において

既にさまざまな分野で商品化されている抗菌性ゼオライト「ゼオミック」が、ＥＰＡ（米国環境保護庁）、ＦＤＡ

（米国食品医薬品局）の認可を取得し、欧米市場進出の足場を固めるとともに品質の優位性を国内外に示しました。

さらに平成12年秋に厚生労働省から医薬部外品及び化粧品防腐剤として、平成13年には医療用具として認可を得てお

ります。また、㈱シナネンゼオミックは平成15年５月にＩＳＯ9001(2000年版)を認証取得いたしました。 

 「ゼオミック」の国内展開として、㈱資生堂のデオドラントスプレー（商品名：Ａｇプラス）が平成13年２月発売

以来、４年間の累計出荷本数が3,600万本以上の大ヒットを記録いたしました。また、抗菌だけでなく消臭機能を兼

ね備えた「ゼオミック」の繊維・塗料分野への展開を進めております。さらに消臭用途として介護関連の排泄臭、タ

バコ臭及び有害ガスを対象とした分解剤の開発、さらに農業分野での研究を進めてまいりました。 

 「ゼオミック」の海外展開としては、平成13年３月に欧米での市場開発・拡大を目的として米国ＡｇＩＯＮ社と業

務提携し、医療用具・繊維製品・日用品・建材業界を中心に約30社と商品開発を進めております。既にステンレス・

加湿器・内装外装材・ブーツ等のメーカーに順次採用され、抗菌剤は米国先端メーカーも注目する素材となっており

ます。 

 一方、「ゼオミック」の応用技術として開発したコンクリート用抗菌剤「ゼオマイティ」は、平成17年３月に財団

法人下水道新技術推進機構の「下水道技術・技術審査証明」の更新、社団法人日本下水道協会が管路施設に関する手

引きを策定し、「抗菌剤」と「抗菌コンクリート」の活用が明確に記述され、実用性が認められました。現在、関連

業界メーカー約80社の協力を得て組織している「抗菌コンクリート研究会」を中心に、納入済みの製品の性能追跡調

査及び各所で暴露試験等を実施しており、地方自治体への裏付けとなる性能データの蓄積に努めております。 

 環境分野につきましては、連結子会社である品川開発㈱において、ＲＰＳ法（電気事業者による新エネルギー等の

利用に関する特別措置法）の施行に伴い、発電事業者に対する木質系チップ燃料供給等、バイオマス関連事業を推し

進め、平成16年度下期に木質系建設廃材を固形燃料化するバイオマス燃料製造工場を建設し、稼動を開始いたしまし

ました。現在は同工場にて木質系チップ燃料を製造しユーザーへ供給しており、順調に推移しております。今後は更

に稼動を上げていき、環境への貢献を図ってまいります。  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 237,603,000 

計 237,603,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 75,752,958 75,752,958 
東京証券取引所 

（市場第１部） 
－ 

計 75,752,958 75,752,958 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

 平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 75,752 － 15,630 － 3,907 



(4）【大株主の状況】 

（注）住友信託銀行株式会社の所有株式数には、信託業務に係る株式217千株、みずほ信託銀行株式会社の所有株式数に

は、信託業務に係る株式292千株が含まれております。また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日

本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠エネクス株式会社 東京都目黒区目黒１－24－12 20,320 26.82 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 4,200 5.54 

コスモ石油株式会社 東京都港区芝浦１－１－１ 3,945 5.21 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 3,782 4.99 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 2,844 3.75 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２－11－３ 2,379 3.14 

出光興産株式会社 東京都千代田区丸の内３－１－１ 2,369 3.13 

シナネン取引先持株会 東京都港区海岸１－４－22 2,009 2.65 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 1,999 2.64 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 1,792 2.37 

計 － 45,640 60.24 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が19,000株及び株主名簿上

は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株含まれております。なお、「議決

権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数19個及び、株主名簿上は当社

名義となっておりますが、実質的に所有していない株式に係る議決権の数1個が含まれておりません。 

２.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式815株及び株式会社庄内品川所有の相互保有株式279株が

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式  177,000  
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式   7,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 74,799,000 74,779 － 

単元未満株式 普通株式  769,958 － 
１単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数      75,752,958 － － 

総株主の議決権 － 74,779 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

シナネン株式会社 
東京都港区海岸１－４－22 177,000 － 177,000 0.23 

（相互保有株式） 

株式会社庄内品川 

山形県酒田市船場町 

       １－８－13 
7,000 － 7,000 0.01 

計 － 184,000 － 184,000 0.24 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 610 608 602 607 662 679 

最低（円） 545 538 545 583 596 617 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   10,046   16,205   16,921  

２．受取手形及び売掛
金 

   13,478   16,920   23,383  

３．有価証券    1,800   800   300  

４．たな卸資産   2,719   2,988   2,432  

５．その他   2,413   1,927   2,112  

貸倒引当金   △92   △109   △148  

流動資産合計   30,366 45.5  38,733 53.9  45,001 59.1 

Ⅱ 固定資産            

(1) 有形固定資産 
※１ 
※２          

１．建物及び構築物  6,308   5,549   5,767   

２．土地  14,403   8,892   8,893   

３．その他  3,149 23,860  2,811 17,252  2,961 17,622  

(2) 無形固定資産           

１．連結調整勘定  389   259   324   

２．その他  308 697  398 658  390 715  

(3) 投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※２ 5,580   8,911   6,337   

２．長期前払費用  4,873   5,089   5,072   

３．その他  1,726   1,635   1,761   

貸倒引当金  △368 11,812  △415 15,221  △428 12,743  

固定資産合計   36,370 54.5  33,132 46.1  31,081 40.9 

 Ⅲ 繰延資産           

 社債発行費   －   －   2  

繰延資産合計   － －  － －  2 0.0 

資産合計   66,736 100.0  71,866 100.0  76,085 100.0 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※２  9,707   12,101   16,990  

２．短期借入金 ※２  190   178   184  

３．賞与引当金   498   508   514  

４．その他   2,553   2,633   3,853  

流動負債合計   12,948 19.4  15,423 21.4  21,543 28.3 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   1,013   1,168   1,023  

２．退職給付引当金   3,533   3,240   3,378  

３．その他   3,252   3,187   2,265  

固定負債合計   7,800 11.7  7,596 10.6  6,667 8.8 

負債合計   20,749 31.1  23,020 32.0  28,210 37.1 

（少数株主持分）           

少数株主持分   37 0.1  37 0.1  37 0.0 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   15,630 23.4  15,630 21.7  15,630 20.5 

Ⅱ 資本剰余金   11,912 17.8  11,772 16.4  11,772 15.5 

Ⅲ 利益剰余金   19,740 29.6  18,804 26.2  19,223 25.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,269 1.9  2,689 3.7  1,289 1.7 

Ⅴ 自己株式   △2,601 △3.9  △88 △0.1  △78 △0.1 

資本合計   45,949 68.8  48,809 67.9  47,837 62.9 

負債、少数株主持分
及び資本合計   66,736 100.0  71,866 100.0  76,085 100.0 

                  



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   68,909 100.0  82,574 100.0  182,901 100.0 

Ⅱ 売上原価   56,906 82.6  69,868 84.6  153,930 84.2 

売上総利益   12,002 17.4  12,706 15.4  28,971 15.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  11,487 16.7  11,904 14.4  24,417 13.3 

営業利益   514 0.7  802 1.0  4,554 2.5 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  14   11   28   

２．受取配当金  70   84   134   

３．軽油引取税交付金  77   67   142   

４．先物利益  101   －   －   

５．デリバティブ利益  －   3   －   

６. 連結調整勘定償却額  28   －   －   

７．その他  260 553 0.9 245 411 0.5 542 849 0.4

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  17   19   32   

２．貸倒引当金繰入額  13   13   29   

３．持分法による投資損失  0   0   －   

４．その他  36 67 0.1 30 64 0.1 152 214 0.1

経常利益   1,000 1.5  1,149 1.4  5,188 2.8 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 205   1   206   

２. 投資有価証券売却益  208   －   873   

３．収用補償金 ※５ 342   －   342   

４．貸倒引当金戻入額  － 756 1.1 10 12 0.0 － 1,422 0.8

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ 597   11   6,058   

２．固定資産除却損 ※４ 80   29   173   

３．役員退職慰労金  102   29   102   

４．統合に伴う社名変更関
連費用 

  －   23   －   

５．投資有価証券評価損  －   6   －   

６．減損損失  ※７ －   26   －   

７．その他  20 801 1.2 － 127 0.1 74 6,410 3.5

税金等調整前中間（当
期）純利益   956 1.4  1,035 1.3  200 0.1 

法人税、住民税及び事
業税 

※６ 421   513   570   

法人税等調整額 ※６ － 421 0.6 － 513 0.7 △388 182 0.1 

少数株主損失   1 0.0  0 0.0  1 0.0 

中間（当期）純利益   536 0.8  522 0.6  19 0.0 

                  



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   11,912  11,772  11,912 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

自己株式処分差益  0 0 0 0 － － 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１. 資本準備金減少差益取崩

額 
 －  －  88  

２. 自己株式処分差損  － － － － 50 139 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期

末）残高 
  11,912  11,772  11,772 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,120  19,223  20,120 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

  中間（当期）純利益  536 536 522 522 19 19 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  883  907  883  

２．取締役賞与金  33 917 34 941 33 917 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期

末）残高 
  19,740  18,804  19,223 

            



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

1．税金等調整前中間（当期）純利益  956 1,035 200 

2．減価償却費  1,197 1,308 2,777 

3. 連結調整勘定償却額  △28 61 33 

4. 貸倒引当金の増加額（又は減少額 
（△））  13 △49 130 

5. 退職給付引当金の減少額  △169 △137 △324 

6. その他引当金の減少額  △80 △34 △93 

7. 為替差損（又は為替差益（△））  △4 △5 10 

8. 持分法による投資損失（又は投資利益 
（△））  0 0 △0 

9. 受取利息及び受取配当金  △85 △95 △163 

10.支払利息  17 19 32 

11.投資有価証券売却益  △257 △39 △945 

12.固定資産除却損  80 29 173 

13.固定資産売却損  391 9 5,852 

14.収用補償金  △342 － △342 

15.売上債権の減少額（又は増加額(△) ）  7,943 6,462 △1,961 

16.たな卸資産の減少額（又は増加額（△））  △278 △556 9 

17.仕入債務の増加額（又は減少額(△) ）  △4,862 △4,888 2,420 

18.預り保証金の減少額  △32 △111 △54 

19.長期前払費用の増加額  △1,751 △767 △3,001 

20.その他  △1,538 △459 △1,029 

小計  1,169 1,783 3,723 

21.利息及び配当金の受取額  81 97 161 

22.利息の支払額  △12 △15 △32 

23.収用補償金の収入額  274 － 342 

24.法人税等の支払額  △249 △320 △560 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,262 1,545 3,634 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

1. 定期預金の払戻による収入  1 － 6 

2. 定期預金の預入による支出  － － △5 

3. 有価証券の売却・償還による収入  999 － 2,000 

4. 有価証券の取得による支出  △999 △499 △999 

5. 投資有価証券の売却による収入  713 512 1,994 

6. 投資有価証券の取得による支出  △801 △695 △2,146 

7. 固定資産の売却による収入  318 38 1,003 

8. 固定資産の取得による支出  △1,178 △187 △1,808 

9. 短期貸付金の減少額  17 6 132 

10.長期貸付金の回収による収入  47 1 47 

11.長期貸付による支出  △20 △43 △25 

12.その他  68 △24 5 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △833 △891 203 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

1. 短期借入金の純減少額  △9 △60 △54 

2. 長期借入による収入  － 200 50 

3. 新株予約権付社債発行による収入  － － 3,000 

4. 新株予約権付社債償還による支出  － △600 － 

5. 自己株式売却による収入  0 0 0 

6. 自己株式取得による支出  △1,654 △10 △1,671 

7. 配当金の支払額  △878 △903 △881 

8. 少数株主への配当金の支払額  △1 － △1 

9. 少数株主からの払込による収入  2 － 2 

10.その他  － － △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,541 △1,374 438 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  4 5 △10 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額
（△））  △2,108 △715 4,267 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  12,949 17,217 12,949 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 10,841 16,501 17,217 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び主要な連結子会社名 

 連結子会社は35社であり、主要な連結

子会社はニチメンエネルギーガス販売

㈱、㈱チバネン、㈱ミヤネン及び品川ハ

イネン㈱であります。 

 なお、㈱栃木ブリケットについては、

平成16年４月に㈱イシネンと合併いたし

ましたので、連結の範囲から除外してお

ります。 

 ㈲石英エネルギーは平成16年５月にニ

チメンエネルギーガス販売㈱の子会社と

なったため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 ㈱ニチエネ・ガス販売は平成16年９月

に設立いたしましたので、連結の範囲に

含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び主要な連結子会社名 

 連結子会社は33社であり、主要な連結

子会社はシナネン関東ガス販売㈱、㈱チ

バネン、㈱ミヤネン及び品川ハイネン㈱

であります。 

 シナネン関東ガス販売㈱、ニチメンエ

ネルギーガス販売㈱及びチバネンホーム

ガス㈱は平成17年４月に合併し、シナネ

ン関東ガス販売㈱が存続会社となってお

ります。  

  

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び主要な連結子会社名 

 連結子会社は35社であり、主要な連結

子会社はニチメンエネルギーガス販売

㈱、㈱チバネン、㈱ミヤネン及び品川ハ

イネン㈱であります。 

 なお、㈱栃木ブリケットについては、

平成16年４月に㈱イシネンと合併いたし

ましたので、連結の範囲から除外してお

ります。 

 ㈲石英エネルギーは平成16年５月にニ

チメンエネルギーガス販売㈱の子会社と

なったため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 ㈱ニチエネ・ガス販売は平成16年９月

に設立いたしましたので、連結の範囲に

含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社の数及び主要な持分法

適用会社名 

 関連会社１社（マツバホームガス㈱）

に持分法を適用しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社の数及び主要な持分法

適用会社名 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社の数及び主要な持分法

適用会社名 

同左 

(2）主要な持分法非適用会社名 

 主要な持分法非適用関連会社は、㈱新

潟品川であります。 

(2）主要な持分法非適用会社名 

同左 

(2）主要な持分法非適用会社名 

同左 

(3）持分法非適用会社につき、持分法を適

用しない理由 

  持分法非適用関連会社は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

(3）持分法非適用会社につき、持分法を適

用しない理由 

同左 

(3）持分法非適用会社につき、持分法を適

用しない理由 

  持分法非適用関連会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、日高都市ガス㈱の中

間決算日は６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあたっては６

月30日現在の中間財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、日高都市ガス㈱の決

算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては12月31

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

 主として月別移動平均法による原価

法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年間）に基づく定額法によ

っております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

③ 長期前払費用 

 定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

────── (3）繰延資産の処理方法 

社債発行費 

商法施行規則の規定により最長期間

（３年間）で均等償却しております。た

だし、償還期限が３年未満の社債に係る

社債発行費については、当該期間で均等

償却しております。  

(3）繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収の可能性を勘

案し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

(4）中間連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の中間財務諸表の作成に当た

って採用した重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

(5）中間連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の中間財務諸表の作成に当た

って採用した重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5）連結財務諸表の作成の基礎となった連

結会社の財務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

外貨建債権・債務及び外貨建予定

取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 主として当社の内部規程である「為

替予約規程」に基づき、為替変動リス

クをヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性が高い為替予約取引

のみをヘッジ手段として行っておりま

すので、有効性の判定は省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

(8）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより、税金等調整前中間

純利益は26百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末において、投資その他の資産の

「その他」に含めていた「長期前払費用」は、資産の総

額の100分の５を超えたため、当中間連結会計期間末より

区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間末の「長期前払費用」は、

2,890百万円であります。 

────── 

────── （中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間における、営業外収益の「先物利

益」は、当中間連結会計期間より「デリバティブ利益」

として表示しております。 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「長期前払費用

の増加額」は、前中間連結会計期間は「その他」に含め

て表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、

当中間連結会計期間より区分掲記しております。  

なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「長期前払費用の増加額」は△778百万円であります。

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法につ

いて） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年２月13日））が公表されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から同

実務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割および資本割37百万円

を販売費及び一般管理費として処理

しております。 

────── （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法につ

いて） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年２月13日））が公表されたこと

に伴い、当連結会計年度から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割および資本割73百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

（百万円）

14,081 

（百万円）

13,814 

（百万円）

13,452 

※２．担保資産 ※２．担保資産 ※２．担保資産 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 （百万円）

建物 1 

土地 206 

合計 207 

 （百万円）

建物 1 

土地 206 

合計 207 

 （百万円）

建物 1 

土地 206 

合計 207 

上記の物件に対応する債務 上記の物件に対応する債務 上記の物件に対応する債務 

短期借入金 50 

買掛金 310 

合計 360 

短期借入金 50 

買掛金 440 

合計 490 

短期借入金 50 

買掛金 882 

合計 932 

(2）投資その他の資産 (2）投資その他の資産 (2）投資その他の資産 

 （百万円）

 差入保証金の代用とし

て預託中の投資有価証券 880 

 宅建資格保証として供

託中の投資有価証券 10 

 （百万円）

 差入保証金の代用とし

て預託中の投資有価証券 1,139 

 宅建資格保証として供

託中の投資有価証券 10 

 （百万円）

 差入保証金の代用とし

て預託中の投資有価証券 805 

 宅建資格保証として供

託中の投資有価証券 10 

３．保証債務 

(1）借入保証 

３．保証債務 

(1）借入保証 

３．保証債務 

(1）借入保証 

 （百万円）

武蔵エナジックセンター㈱ 50 

合計 50 

 （百万円）

㈱茨城エナジック 10 

武蔵エナジックセンター㈱ 66 

合計 76 

 （百万円）

㈱茨城エナジック 10 

武蔵エナジックセンター㈱ 56 

合計 66 

(2）勤労者財産形成促進法に基づく従業員

の銀行からの借入金等に対し保証を行っ

ております。 

(2）勤労者財産形成促進法に基づく従業員

の銀行からの借入金等に対し保証を行っ

ております。 

(2）勤労者財産形成促進法に基づく従業員

の銀行からの借入金等に対し保証を行っ

ております。 

（百万円）

199 

（百万円）

179 

（百万円）

195 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目 

 （百万円）

運送費 1,451 

給料手当 3,022 

賞与引当金繰入額 468 

退職給付費用 209 

減価償却費 1,104 

 （百万円）

運送費 1,526 

給料手当 2,871 

賞与引当金繰入額 480 

退職給付費用 203 

減価償却費 1,204 

連結調整勘定償却額 61 

 （百万円）

運送費 3,310 

給料手当 5,893 

賞与引当金繰入額 486 

貸倒引当金繰入額 137 

退職給付費用 415 

減価償却費 2,585 

連結調整勘定償却額 33 

※２．固定資産売却益 ※２．固定資産売却益 ※２．固定資産売却益 

 （百万円）

土地 205 

その他 0 

 合計 205 

 （百万円）

建物及び構築物 0 

その他 0 

 合計 1 

 （百万円）

土地 205 

その他 0 

 合計 206 

※３．固定資産売却損 ※３．固定資産売却損 ※３．固定資産売却損 

 （百万円）

建物及び構築物 152 

土地 442 

その他 2 

 合計 597 

 （百万円）

建物及び構築物 2 

土地 9 

その他 0 

 合計 11 

 （百万円）

建物及び構築物 2,130 

土地 3,797 

その他 131 

 合計 6,058 

※４．固定資産除却損 ※４．固定資産除却損 ※４．固定資産除却損 

 （百万円）

建物及び構築物 47 

機械装置及び運搬具 3 

解体撤去費用 27 

その他 0 

 合計 80 

 （百万円）

建物及び構築物 9 

機械装置及び運搬具 1 

解体撤去費用 16 

その他 2 

 合計 29 

 （百万円）

建物及び構築物 76 

機械装置及び運搬具 11 

解体撤去費用 62 

その他 23 

 合計 173 

※５．収用補償金 ※５.    ────── ※５．収用補償金 

収用補償金は、当社の社有社宅が、首都

高速道路公団が行う事業の施行に伴い、収

用されたことによる補償金342百万円であ

ります。 

 収用補償金は、当社の社有社宅が、首都

高速道路公団が行う事業の施行に伴い、収

用されたことによる補償金342百万円であ

ります。 

※６．法人税、住民税及び事業税 ※６. 法人税、住民税及び事業税 ※６．    ────── 

税効果会計の適用にあたり、「簡便法」

を採用しておりますので、法人税等調整額

を含めた金額で一括掲記しております。 

同左  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※７.     ────── ※７. 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産について減損損失を

計上いたしました。 

当社グループは、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として、事業所ごと

に資産のグルーピングをしており、賃貸

物件については、各々独立した単位とし

て取り扱っております。    

土地の時価下落により、横浜市の賃貸

不動産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（26百万

円）として特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は、建物10百万円、土地15

百万円であります。 

なお、当該資産の回収可能価額の評価

は、使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを加重平均資本コス

ト6.27％で割り引いて算定しておりま

す。 

場所 用途 種類 

 神奈川県  

 横浜市 
賃貸不動産

 土地及び  

 建物 

※７.     ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１.現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲載されている科目

の金額との関係 

※１.現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲載されている科目の

金額との関係 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲載されている科目の金額との

関係 

        （平成16年９月30日現在）         （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 10,046

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△5

有価証券勘定に含まれる
現金同等物 

800

現金及び現金同等物 10,841

 （百万円）

現金及び預金勘定 16,205

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△5

有価証券勘定に含まれる
現金同等物 

300

現金及び現金同等物 16,501

 （百万円）

現金及び預金勘定 16,921

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△5

有価証券勘定に含まれる
現金同等物 

300

現金及び現金同等物 17,217



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

51 30 21 

その他 
（機械装置及
び運搬具） 

1,213 428 785 

その他 
（工具器具及
び備品） 

778 437 341 

合計 2,044 896 1,147 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構築
物 

52 37 14 

その他 
（機械装置及
び運搬具） 

1,257 556 701 

その他 
（工具器具及
び備品） 

719 373 346 

合計 2,029 966 1,062 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物及び構築
物 

64 44 19 

その他 
（機械装置及
び運搬具） 

1,303 516 787 

その他 
（工具器具及
び備品） 

746 394 352 

合計 2,114 955 1,159 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 （百万円）

１年以内 346

１年超 801

合計 1,147

 （百万円）

１年以内 333

１年超 728

合計 1,062

 （百万円）

１年以内 353

１年超 806

合計 1,159

 なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、有形固定資産の中間期末残高等

に占めるその割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

 （百万円）

支払リース料 188

減価償却費相当額 188

 （百万円）

支払リース料 194

減価償却費相当額 194

 （百万円）

支払リース料 394

減価償却費相当額 394

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ２．オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

 （百万円）

１年以内 47

１年超 159

合計 207

２．オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

 （百万円）

１年以内 47

１年超 183

合計 231

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（有価証券関係） 

１．時価のある有価証券 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券 

中間連結

貸借対照

表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円）

中間連結

貸借対照

表計上額 

（百万円）

時価 

（百万円）

差額 

（百万円）

連結貸借

対照表計

上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円）

国債・地方債等 10 10 △0 10 10 △0 10 10 0 

計 10 10 △0 10 10 △0 10 10 0 

(2）その他有価証券 
取得原価 

（百万円） 

中間連結

貸借対照

表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円）

取得原価 

（百万円）

中間連結

貸借対照

表計上額 

（百万円）

差額 

（百万円）

取得原価 

（百万円） 

連結貸借

対照表計

上額 

（百万円） 

差額 

（百万円）

① 株式 2,731 4,865 2,133 3,525 8,044 4,518 3,502 5,663 2,161 

② 社債 191 189 △2 330 326 △4 172 172 0 

③ その他 67 75 7 80 95 14 61 73 11 

計 2,990 5,129 2,139 3,936 8,465 4,528 3,736 5,909 2,173 

内容 
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

コマーシャルペーパー 1,499 499 － 

(2）その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

合同運用の金銭の信託 300 300 300 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 189 169 176 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

１．通貨関連 

 （注） ヘッジ会計を適用しているものについては、注記の対象から除いております。 

２．商品関連 

区分 種類 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

通貨オプション取引    

買建    

米ドルプット・日本円コール 68 0 △0 

売建    

米ドルコール・日本円プット 133 1 △0 

区分 種類 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引 

商品先物取引    

原油・石油製品    

買建 700 782 82 

売建 337 387 △49 

市場取引以

外の取引 

商品スワップ取引    

原油・石油製品 718 35 35 



（当中間連結会計期間） 

１．通貨関連 

 （注） ヘッジ会計を適用しているものについては、注記の対象から除いております。 

２．商品関連 

（前連結会計年度） 

１．通貨関連 

 該当事項はありません。 

 （注） ヘッジ会計を適用しているものについては、注記の対象から除いております。 

２．商品関連 

区分 種類 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

通貨オプション取引    

買建    

米ドルプット・日本円コール 67 0 △0 

売建    

米ドルコール・日本円プット 133 2 △1 

区分 種類 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引 

商品先物取引    

原油・石油製品    

買建 100 100 0 

売建 46 44 1 

市場取引以

外の取引 

商品スワップ取引    

原油・石油製品 132 4 4 

区分 種類 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

商品スワップ取引    

原油・石油製品 993 4 4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 
エネルギー
事  業 
（百万円） 

その他の 
事  業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全 社 
（百万円） 

連  結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 67,679 1,229 68,909 － 68,909 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4 103 108 (108) － 

計 67,684 1,333 69,017 (108) 68,909 

営業費用 66,349 1,197 67,546 847 68,394 

営業利益 1,334 135 1,470 (955) 514 

 
エネルギー
事  業 
（百万円） 

その他の 
事  業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全 社 
（百万円） 

連  結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 80,855 1,719 82,574 － 82,574 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
3 108 112 (112) － 

計 80,859 1,827 82,687 (112) 82,574 

営業費用 79,249 1,724 80,973 799 81,772 

営業利益 1,610 103 1,713 (911) 802 

 
エネルギー
事  業 
（百万円） 

その他の 
事  業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全 社 
（百万円） 

連  結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 179,650 3,251 182,901 － 182,901 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
8 98 106 (106) － 

計 179,658 3,350 183,008 (106) 182,901 

営業費用 173,549 3,038 176,587 1,760 178,347 

営業利益 6,109 312 6,421 (1,867) 4,554 



 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品及び製品等 

(1）エネルギー事業……石油製品、液化石油ガス、固形燃料、石油・ガス器具等生活物資、左記事業に係る販

売施設の賃貸 

(2）その他の事業………抗菌性ゼオライト、木質系チップ他 

３．前中間連結会計期間における営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

958百万円であり、その主なものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間における営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

882百万円であり、その主なものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

前連結会計年度における営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

1,873百万円であり、その主なものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計

に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、海外売上高は連結売上高の

10％未満のため、その記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 651円21銭

１株当たり中間純利益 7円34銭

１株当たり純資産額    645円83銭

１株当たり中間純利益  6円91銭

１株当たり純資産額    632円42銭

１株当たり当期純損失   18銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、新株予約権付社債

等潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、新株予約権付社債

等潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 536 522 19 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 32 

（うち利益処分による取締役賞与金 

 （百万円）） 
－ － (32) 

普通株式に係る中間純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（百万円） 
536 522 △13 

期中平均株式数（千株） 72,984 75,584 72,361 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １．重要な固定資産の譲渡 

当社及びグループ企業は、非効率資産の売

却を進め、財務体質の強化に努めております

が、この方針に則り、平成16年11月８日開催

の当社取締役会において、下記のとおり固定

資産の譲渡を決議いたしました。 

(1)固定資産譲渡の内容 

①概要 

当社は、下記固定資産の譲渡を行うた

め、みずほ信託銀行株式会社との間で当該

不動産を対象資産とする不動産管理処分信

託契約を締結し、当該信託受益権をアセッ

ト・ソリューション・ファンド㈲へ譲渡す

る予定であります。なお、当社は当面の

間、同社と賃貸借契約を締結のうえ譲渡資

産を借り受け、事業を継続いたします。信

託受益権の譲渡価格は715百万円であり、

「固定資産売却損」約51億円を計上する予

定です。 

②譲渡資産の内容及び所在地 

・千葉県松戸市日暮５－１に所在する土地

(829.01㎡)及び建物・機械設備 

(ガソリンスタンド用) 

・埼玉県越谷市千間台西３－４－12に所在

する土地(874.00㎡)及び建物・機械設

備(ガソリンスタンド用他) 

・神奈川県大和市つきみ野４－11－２に所

在する土地(1,212.00㎡)及び建物・機

械設備(ガソリンスタンド用他) 

・宮城県仙台市青葉区吉成３－２－１に所

在する土地(1,536.02㎡)及び建物・機

械設備(ガソリンスタンド用) 

・神奈川県相模原市南台４－10－11に所在

する土地(574.92㎡)及び建物 

(賃貸マンション用) 

・松戸市日暮５－５に所在する土地 

(389.17㎡)及び建物 

(賃貸マンション用) 

③帳簿価額 

(2)信託契約及び信託受益権譲渡並びに賃貸

借契約の日程 

平成17年１月20日に不動産信託契約及び

信託受益権譲渡契約並びに定期建物賃貸借

契約の締結を行う予定であります。 

土 地 5,409百万円

建物他 447百万円

合 計 5,857百万円

────── 当社グループはＬＰガス部門において、顧

客に対して質の高いサービスの提供と認知度

のアップに努める方針のもと、平成17年４月

１日をもってシナネン関東ガス販売㈱を存続

会社とし、ニチメンエネルギー販売㈱及びチ

バネンホームガス㈱と合併いたしました。ま

た、同社は同日付にて㈱ミヤネン及びアルプ

ス産業㈱よりＬＰガス小売事業を譲り受け、

これらの統合により関東圏において有数のＬ

Ｐガス小売事業会社となりました。 

 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．新株予約権付社債の発行 

当社は、平成16年12月３日開催の当社取締

役会において、第三者割当による新株予約権

付社債の発行を決議し、下記のとおり発行い

たしました。 

(1)社債の種類 

シナネン株式会社第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債（転換社債型新株予

約権付社債間限定同順位特約付） 

(2)発行総額 

3,000百万円 

(3)発行価額 

額面100円につき100円 

ただし、本新株予約権は無償にて発行

するものとする。 

(4)利率 

本社債には利息を付さない。 

(5)発行年月日 

平成16年12月20日 

(6)償還期限 

平成18年12月20日 

(7)発行の方法 

第三者割当の方法により、大和証券エ

スエムビーシー株式会社に全額を割り当て

る。 

(8)担保 

本新株予約権付社債には物上担保なら

びに保証は付されておらず、また本新株予

約権付社債のために特に留保されている資

産はない。 

(9)当初行使価額及び転換価額 

１株につき543円 

(10)新株予約権の行使期間 

平成16年12月21日から平成18年12月19

日まで 

(11)資金の使途 

将来のＬＰＧ営業権買収を含めた設備

投資資金に充当する予定であります。 

────── ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  7,311   12,908   13,854   

２．受取手形  989   1,031   1,340   

３．売掛金  10,449   13,552   18,715   

４．有価証券   1,800   800   300   

５．たな卸資産  1,714   1,970   1,484   

６．その他 ※３ 4,257   3,538   4,313   

貸倒引当金  △57   △70   △96   

流動資産合計   26,465 45.0  33,731 53.4  39,910 59.7 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 
※１ 
※２          

１．建物  3,685   3,133   3,212   

２．土地  12,765   7,255   7,238   

３．その他  3,315   2,904   3,103   

有形固定資産合計  19,766   13,292   13,553   

(2）無形固定資産  272   336   328   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※２ 5,264   8,588   6,023   

２．長期前払費用  3,463   3,998   3,823   

３．その他  3,865   3,598   3,617   

貸倒引当金  △339   △381   △382   

投資その他の資産
合計  12,253   15,803   13,081   

固定資産合計   32,292 55.0  29,433 46.6  26,963 40.3 

Ⅲ 繰延資産           

  社債発行費  －   －   2   

繰延資産合計   － －  － －  2 0.0 

資産合計   58,758 100.0  63,164 100.0  66,877 100.0 

 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金 ※２ 8,678   10,952   15,600   

２．未払法人税等  328   372   142   

３. 賞与引当金    125   123   148   

４．その他   2,457   2,636   3,616   

流動負債合計   11,589 19.7  14,083 22.3  19,507 29.2 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金  500   500   500   

２．退職給付引当金  2,412   2,201   2,326   

３．その他  2,930   2,905   1,957   

固定負債合計   5,842 10.0  5,607 8.9  4,783 7.1 

負債合計   17,432 29.7  19,691 31.2  24,291 36.3 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   15,630 26.6  15,630 24.7  15,630 23.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  3,907   3,907   3,907   

２．その他資本剰余金  8,005   7,865   7,865   

資本剰余金合計   11,912 20.3  11,773 18.6  11,773 17.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金  13,774   12,076   13,774   

２．中間（当期）未処
分利益  1,351   1,416   212   

利益剰余金合計   15,125 25.7  13,492 21.4  13,986 20.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,258 2.1  2,665 4.2  1,274 1.9 

Ⅴ 自己株式   △2,601 △4.4  △88 △0.1  △78 △0.1 

資本合計   41,325 70.3  43,473 68.8  42,586 63.7 

負債及び資本合計   58,758 100.0  63,164 100.0  66,877 100.0 

                  



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   58,405 100.0  71,299 100.0  159,351 100.0 

Ⅱ 売上原価   51,887 88.8  64,371 90.3  142,537 89.4 

売上総利益   6,517 11.2  6,928 9.7  16,814 10.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   6,402 11.0  6,515 9.1  13,758 8.7 

営業利益   115 0.2  413 0.6  3,056 1.9 

Ⅳ 営業外収益           

1. 受取利息  41   33   84   

2. その他  502 544 0.9 425 459 0.6 726 811 0.5

Ⅴ 営業外費用           

1. 支払利息  16   18   33   

2. その他  48 64 0.1 34 53 0.1 176 209 0.1

経常利益   594 1.0  819 1.1  3,657 2.3 

Ⅵ 特別利益           

1. 固定資産売却益 ※２ 205   1   205   

2. 投資有価証券売却益  208   －   873   

3. 収用補償金 ※１ 342   －   342   

4. 貸倒引当金戻入額  － 756 1.3 1 3 0.1 － 1,421 0.9

Ⅶ 特別損失           

1. 固定資産売却損 ※３ 597   －   6,057   

2. 固定資産除却損 ※４ 74   28   149   

3. 役員退職慰労金  46   17   46   

4. 減損損失 ※７ －   26   －   

5. その他  － 718 1.2 － 72 0.1 10 6,264 3.9

税引前中間（当期）
純利益   633 1.1  749 1.1  － － 

税引前中間（当期）
純損失   － －  － －  1,184 △0.7 

法人税、住民税及び
事業税 

※５ 266   315   48   

法人税等調整額 ※５ － 266 0.5 － 315 0.5 △461 △413 △0.2 

中間（当期）純利益   367 0.6  434 0.6  － － 

中間（当期）純損失   － －  － －  771 △0.5 

前期繰越利益   937   963   937  

退職給与積立金取崩
額   46   17   46  

中間（当期）未処分
利益   1,351   1,416   212  

                  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

月別移動平均法による原価

法 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左  

(2）無形固定資産 

定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年間）に

基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

────── ３．繰延資産の処理方法 

       社債発行費 

商法施行規則の規定により最

長期間（３年間）で均等償却し

ております。ただし、償還期限

が３年未満の社債に係る社債発

行費については、当該期間で均

等償却しております。  

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収の可能性を勘案し

回収不能見込額を計上しており

ます。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

６．リース取引の処理方法 

同左 

６．リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ対象 

外貨建債権・債務及び外貨

建予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「為替

予約規程」に基づき、為替変動

リスクをヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性が高い為替予

約取引のみをヘッジ手段として

行っておりますので、有効性の

判定は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

８．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

８．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

  

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

により、税引前中間純利益は26百万

円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

「長期前払費用」は、前中間期まで、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

期末において資産の総額の100分の５を超えたため、区

分掲記しております。 

なお、前中間期末の「長期前払費用」は、1,846百万

円であります。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法につ

いて） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年2月13日））が公表されたことに

伴い、当中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割および資本割37百万円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。 

────── （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法につ

いて） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年2月13日））が公表されたことに

伴い、当事業年度から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値

割および資本割73百万円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

（百万円）

10,534

（百万円）

10,020

（百万円）

9,786

※２．担保資産 

(1）有形固定資産 

※２．担保資産 

(1）有形固定資産 

※２．担保資産 

(1）有形固定資産 

 （百万円）

土地 165

 （百万円）

土地 165

 （百万円）

土地 165

上記物件に対応する債務 上記物件に対応する債務 上記物件に対応する債務 

 （百万円）

買掛金 310

 （百万円）

買掛金 440

 （百万円）

買掛金 882

(2）投資その他の資産 (2）投資その他の資産 (2）投資その他の資産 

 （百万円）

 差入保証金の代用

として預託中の投資

有価証券 

880

 宅建資格保証とし

て供託中の投資有価

証券 

10

 （百万円）

 差入保証金の代用

として預託中の投資

有価証券 

1,139

 宅建資格保証とし

て供託中の投資有価

証券 

10

 （百万円）

 差入保証金の代用

として預託中の投資

有価証券 

805

 宅建資格保証とし

て供託中の投資有価

証券 

10

※３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産のその他に含めて表示

しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３.    ────── 

 ４．保証債務 

(1）借入保証 

  （百万円）

日高都市ガス㈱ 536

武蔵エナジックセンター㈱ 50

合計 586

 ４．保証債務 

(1）借入保証 

  （百万円）

日高都市ガス㈱ 506

武蔵エナジックセンター㈱ 66

㈱茨城エナジック 10

合計 582

 ４．保証債務 

(1）借入保証 

  （百万円）

日高都市ガス㈱ 521

武蔵エナジックセンター㈱ 56

㈱茨城エナジック 10

合計 587

 （2） 勤労者財団形成促進法に基づく従業員

の銀行からの借入金等に対し保証を行っ

ております。 

               （百万円） 

                 199 

 （2） 勤労者財団形成促進法に基づく従業員

の銀行からの借入金等に対し保証を行っ

ております。 

               （百万円） 

                  179 

 （2） 勤労者財団形成促進法に基づく従業員

の銀行からの借入金等に対し保証を行っ

ております。 

              （百万円） 

                                  195 

５．貸出コミットメント（貸手側） 

当社は、関係会社２社と融資枠契約

（コミットメントライン）を締結してお

ります。当中間会計期間末における融資

枠契約に係る貸出未実行残高等は次のと

おりであります。 

  （百万円）

 融資枠契約の総額   2,253

 貸出実行残高   1,953

 差引貸出未実行残高 300

５．貸出コミットメント（貸手側） 

当社は、関係会社２社と融資枠契約

（コミットメントライン）を締結してお

ります。当中間会計期間末における融資

枠契約に係る貸出未実行残高等は次のと

おりであります。 

  （百万円）

 融資枠契約の総額   2,300

 貸出実行残高   1,850

 差引貸出未実行残高 450

５．貸出コミットメント（貸手側） 

当社は、関係会社３社と融資枠契約

（コミットメントライン）を締結してお

ります。当事業年度末における融資枠契

約に係る貸出未実行残高等は次のとおり

であります。 

  （百万円）

 融資枠契約の総額   2,353

 貸出実行残高   2,323

 差引貸出未実行残高 30



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ※１．収用補償金は、当社の社有社宅が、首

都高速道路公団が行う事業の施行に伴

い、収用されたことによる補償金342百

万円であります。 

 ※１．   ──────  ※１．収用補償金は、当社の社有社宅が、首

都高速道路公団が行う事業の施行に伴

い、収用されたことによる補償金342百

万円であります。 

 ※２．固定資産売却益は主に土地でありま 

す。 

 ※２．固定資産売却益は主に建物でありま 

す。 

 ※２．固定資産売却益は主に土地でありま

す。 

 ※３．固定資産売却損は主に土地でありま

す。 

 ※３．   ──────  ※３．固定資産売却損は主に土地でありま

す。 

 ※４．固定資産除却損は主に建物でありま

す。 

 ※４．固定資産除却損は主に解体撤去費用で

あります。 

 ※４．固定資産除却損は主に建物でありま

す。 

※５．法人税、住民税及び事業税 ※５．法人税、住民税及び事業税 ※５      ────── 

   税効果会計の適用にあたり、「簡便

法」を採用しておりますので、法人税等

調整額を含めた金額で一括掲記しており

ます。 

同左   

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

 （百万円）

有形固定資産 338

無形固定資産 24

 （百万円）

有形固定資産 322

無形固定資産 39

 （百万円）

有形固定資産 677

無形固定資産 53

※７．    ────── ※７．減損損失 ※７．    ────── 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産について減損損失を計上いたしま

した。 

 

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、事業所ごとに資産の

グルーピングをしており、賃貸物件につ

いては、各々独立した単位として取り扱

っております。    

土地の時価下落により、横浜市の賃貸

不動産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（26百万

円）として特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は、建物10百万円、土地15

百万円であります。 

なお、当該資産の回収可能価額の評価

は、使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを加重平均資本コス

ト6.27％で割り引いて算定しておりま 

す。 

場所 用途 種類 

 神奈川県

 横浜市 
賃貸不動産

 土地及び  

 建物 

 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると  

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると  

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物 5 1 3 

その他 
（機械及び装
置） 

73 42 30 

その他 
（車両及び運
搬具） 

191 85 105 

その他 
（工具器具及
び備品） 

513 282 230 

合計 783 412 371 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物 5 2 2 

その他 
（機械及び装
置） 

73 54 19 

その他 
（車両及び運
搬具） 

245 123 121 

その他 
（工具器具及
び備品） 

366 219 147 

合計 690 399 290 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物 5 1 3 

その他 
（機械及び装
置） 

73 48 24 

その他 
（車両及び運
搬具） 

250 119 130 

その他 
（工具器具及
び備品） 

412 241 171 

合計 741 411 329 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 （百万円）

１年以内 165

１年超 206

合計 371

 （百万円）

１年以内 140

１年超 150

合計 290

 （百万円）

１年以内 154

１年超 175

合計 329

 なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、有形固定資産の中間期末残高等

に占めるその割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

 （百万円）

支払リース料 92

減価償却費相当額 92

 （百万円）

支払リース料 83

減価償却費相当額 83

 （百万円）

支払リース料 188

減価償却費相当額 188

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ２．オペーレーティング・リース取引 ２．オペーレーティング・リース取引 

    未経過リース料   未経過リース料 

  （百万円）

１年以内 47

１年超 159

合計 207

 （百万円）

１年以内 47

１年超 183

合計 231

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １．重要な固定資産の譲渡 

当社及びグループ企業は、非効率資産の売

却を進め、財務体質の強化に努めております

が、この方針に則り、平成16年11月８日開催

の当社取締役会において、下記のとおり固定

資産の譲渡を決議いたしました。 

(1)固定資産譲渡の内容 

①概要 

当社は、下記固定資産の譲渡を行うた

め、みずほ信託銀行株式会社との間で当該

不動産を対象資産とする不動産管理処分信

託契約を締結し、当該信託受益権をアセッ

ト・ソリューション・ファンド㈲へ譲渡す

る予定であります。なお、当社は当面の

間、同社と賃貸借契約を締結のうえ譲渡資

産を借り受け、事業を継続いたします。信

託受益権の譲渡価格は715百万円であり、

「固定資産売却損」約51億円を計上する予

定です。 

②譲渡資産の内容及び所在地 

・千葉県松戸市日暮５－１に所在する土地

(829.01㎡)及び建物・機械設備 

(ガソリンスタンド用) 

・埼玉県越谷市千間台西３－４－12に所在

する土地(874.00㎡)及び建物・機械設

備(ガソリンスタンド用他) 

・神奈川県大和市つきみ野４－11－２に所

在する土地(1,212.00㎡)及び建物・機

械設備(ガソリンスタンド用他) 

・宮城県仙台市青葉区吉成３－２－１に所

在する土地(1,536.02㎡)及び建物・機

械設備(ガソリンスタンド用) 

・神奈川県相模原市南台４－10－11に所在

する土地(574.92㎡)及び建物 

(賃貸マンション用) 

・松戸市日暮５－５に所在する土地 

(389.17㎡)及び建物 

(賃貸マンション用) 

③帳簿価額 

(2)信託契約及び信託受益権譲渡並びに賃貸

借契約の日程 

平成17年１月20日に不動産信託契約及び

信託受益権譲渡契約並びに定期建物賃貸借

契約の締結を行う予定であります。 

土 地 5,409百万円

建物他 447百万円

合 計 5,857百万円

────── ────── 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．新株予約権付社債の発行 

当社は、平成16年12月３日開催の当社取締

役会において、第三者割当による新株予約権

付社債の発行を決議し、下記のとおり発行い

たしました。 

(1)社債の種類 

シナネン株式会社第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債（転換社債型新株予

約権付社債間限定同順位特約付） 

(2)発行総額 

3,000百万円 

(3)発行価額 

額面100円につき100円 

ただし、本新株予約権は無償にて発行

するものとする。 

(4)利率 

本社債には利息を付さない。 

(5)発行年月日 

平成16年12月20日 

(6)償還期限 

平成18年12月20日 

(7)発行の方法 

第三者割当の方法により、大和証券エ

スエムビーシー株式会社に全額を割り当て

る。 

(8)担保 

本新株予約権付社債には物上担保なら

びに保証は付されておらず、また本新株予

約権付社債のために特に留保されている資

産はない。 

(9)当初行使価額及び転換価額 

１株につき543円 

(10)新株予約権の行使期間 

平成16年12月21日から平成18年12月19

日まで 

(11)資金の使途 

将来のＬＰＧ営業権買収を含めた設備

投資資金に充当する予定であります。 

────── ────── 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書の訂正報告書 

                                                                      平成17年６月23日関東財務局長に提出。 

   事業年度（第70期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

  ます。 

(2）訂正発行登録書（普通社債） 

                                    平成17年６月23日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第71期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出。 

(4）訂正発行登録書（普通社債） 

                                 平成17年６月24日関東財務局長に提出。 

(5）自己株券買付状況報告書 

                                 平成17年４月13日 

                                 平成17年５月13日 

                                 平成17年６月13日 

                                 平成17年７月７日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月２１日

シ ナ ネ ン 株 式 会 社   

 取締役社長  服 部 輝 雄 殿  

 新 日 本 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 金 田 英 成  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 澤 田   勲  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 今 井 靖 容  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているシナネン株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、シナネン株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成１６年１１月８日の取締役会において固

定資産の譲渡について決議した。 

２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成１６年１２月３日の取締役会の決議に基

づき、平成１６年１２月２０日に無担保転換社債型新株予約権付社債を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

──────────────────────────────────────────── 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途 

   保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月１９日

シ ナ ネ ン 株 式 会 社   

 取締役社長  服 部 輝 雄 殿  

 新 日 本 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 澤 田   勲  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 今 井 靖 容  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 須 藤 修 司  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているシナネン株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、シナネン株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

──────────────────────────────────────────── 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途 

   保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月２１日

シ ナ ネ ン 株 式 会 社   

 取締役社長  服 部 輝 雄 殿  

 新 日 本 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 金 田 英 成  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 澤 田   勲  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 今 井 靖 容  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているシナネン株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７１期事業年

度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、シナネン株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成１６年１１月８日の取締役会において固

定資産の譲渡について決議した。 

２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成１６年１２月３日の取締役会の決議に基

づき、平成１６年１２月２０日に無担保転換社債型新株予約権付社債を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以  上 

──────────────────────────────────────────── 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途 

   保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月１９日

シ ナ ネ ン 株 式 会 社   

 取締役社長  服 部 輝 雄 殿  

 新 日 本 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 澤 田   勲  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 今 井 靖 容  ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士 須 藤 修 司  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているシナネン株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７２期事業年

度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、シナネン株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以  上 

──────────────────────────────────────────── 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途 

   保管しております。 
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